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　去る10月31日、消防庁長官以下、本庁全職員を対象
とした「消防庁図上訓練」を消防防災・危機管理センター
において実施しました。
　消防庁では、大規模地震等発生時には、消防庁長官を
本部長とする消防庁災害対策本部を設置し、消防庁全職
員によるＦシフト（Full Shift）体制（[図１]及び[図２]
参照）により本部運営を行っています。

「津波防災の日」に関する
取組として実施した消防庁
図上訓練の概要

応急対策室

訓練の目的1
　消防庁では、職員の判断・対応能力の向上を図り、現
行Ｆシフト体制の課題を抽出・検証するとともに、実災
害における消防庁災害対策本部機能の充実強化を図るた
め、消防庁図上訓練を実施しており、今回は東海地震及
び南海トラフ地震の発生を想定した訓練を実施しました。
　南海トラフ地震が発生した場合、中部地方・近畿地方
及び四国・九州地方の広範囲に被害が及ぶとされており、
初動での災害の全容の把握は困難になると予測されます。
　本訓練では、消防庁の災害対応方針等を決定するため、
被害が広範囲に及ぶ中で緊急・重要度の高い被害情報の
選別が行えるか、また、その情報を各班が共有し災害対
応を行えるかということ、加えて、関係機関及び国民に
対し膨大な情報の中から周知すべき情報を選別し、的確
かつ分かりやすい情報発信が行えるかということを主眼
とし、「参謀班を中心とした各班の連携強化と総合力の
向上」を念頭におきながら、実災害における消防庁災害
対策本部機能の更なる充実強化を図ることを訓練目的に
掲げ実施しました。
　さらには、東海地震や南海トラフ地震の発生時におい
ても、全国規模の緊急消防援助隊の運用が迅速かつ的確
に行えるように作成した、「東海地震における緊急消防
援助隊アクションプラン（以下「東海アクションプラン」
という。）」及び「南海トラフ地震における緊急消防援助
隊アクションプラン（以下「南海トラフアクションプラ
ン」という。）」に基づいた部隊運用を効率・効果的に行
うことを目的に掲げ、消防庁災害対策本部における対応
の習熟、検証を行いました。

［図１］

［図２］
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消防庁災害対策本部の体制（消防防災・危機管理センター配置図）
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【地震等大規模災害発生時】
○消防防災・危機管理センターに直ちに全職員が参集。
○予め定められた班体制により、 情報収集・広域応援などの応急対応に当たる。
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○ 被害状況の把握
○ 緊急消防援助隊に関する情報連絡

官
邸

情報連絡

○ 被災都道府県及び市町村から人的・物的被害、119番通報等の状況を収集
○ 被害状況の集約・整理及び被害報作成（官邸・関係省庁への送付）

○緊急消防援助隊応援要請の確認
○緊急消防援助隊出動準備の要請・出動可能隊の把握

○長官による緊急消防援助隊出動の求め又は指示

画像伝送

画像伝送

消防防災ヘリコプターによる情報収集

○ 携帯電話・メールによる一斉呼出しと職員参集 〔危機管理宿舎等近隣職員の迅速な参集〕
○ 大臣秘書官等への連絡 ○ 気象情報など関係省庁情報の収集

消防庁職員派遣 緊急消防援助隊の出動
Ａ県 Ｂ県 Ｃ県

大規模災害発生時における消防庁のオペレーション
災害発生

情報収集・連絡体制の確立
救助・救急・医療・消火活動等の災害応急対策

官邸対策室 緊急参集チーム（消防庁：次長） 〇 政府としての対応を検討
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消防庁職員派遣

【参謀班】(参謀Ｇ) 
消防庁の対応方針を決定し、各班及び現地派遣員に指示を行なうなど、災害対策本部の
中枢を担う

【参謀班】(官邸Ｇ)
参謀Ｇと連動し、政府の対策本部（消防庁官邸リエゾン）との連絡調整を行う

【広域応援班】
緊急消防援助隊の運用調整を行う

【情報整理班】
被害情報や対応状況など各種情報を整理し、マスコミ等への情報発信の基となる資料等の
作成を行う

【広報班】
報道機関など外部との窓口となる班（被害報のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱｯﾌﾟﾂｲｯﾀｰ広報含む）

【情報集約班】
被災自治体や関係機関などとの情報窓口となり、情報収集を行う

【石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ・原子力班】
石油コンビナートや原子力施設の災害の情報収集、整理及び実動機関等への助言等を行う

【特命班】
消防庁職員の勤務管理、各班の業務支援及び特命事項の処理等を行う

【通信班】
被災地からの映像（ヘリテレ等）受信のほか、危機管理センター内の通信・映像等の各種
機器の操作を行う
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問合わせ先
　消防庁応急対策室
　TEL: 03-5253-7527

訓練の概要2

訓練を終えて4

　本訓練は、最初に遠州灘沖で最大震度６弱の地震（東
海地震）が発生し、参集した職員により初動対応が開始
され、Ｆシフトによる災害対応中に、和歌山県南方沖で
最大震度７の地震（南海トラフ地震）が発生し、広範囲
に甚大な被害が発生する想定としました。
　これは、南海トラフ沿いでは、おおむね100年～ 150
年で大地震が繰り返し発生しており、駿河湾から四国沖
にかけての複数の領域で同時あるいは時間差で連動して
発生する可能性が指摘されていること及び11月から「南
海トラフ地震に関連する情報」の運用が開始されること
を踏まえたものです。
　訓練時間は、休日を想定とした12時から16時30分ま
での４時間30分とし、11時40分に地震が発生した後、
12時00分に最初の職員が到着し、その後は段階的に職
員が到着し活動を開始する想定で訓練を実施しました。
【想定する地震①・津波①】
　発災：10月31日（休日）11時40分
　震源：遠州灘沖（東海地震）
　規模：マグニチュード８．０/最大震度６弱
　津波：千葉県から鹿児島県にかけての太平洋岸に1 ～

３m超の津波が到達
【想定する地震②・津波②】
　発災：10月31日（休日）13時30分
　震源：和歌山県南方沖（南海トラフ地震）
　規模：モーメントマグニチュード９．３/最大震度７
　津波：千葉県から鹿児島県にかけての太平洋岸に1 ～

20m超の津波が到達

訓練内容3
　消防庁図上訓練は、プレイヤーとコントローラーに分
かれて行い、コントローラー側が都道府県、消防本部、
官邸、報道機関などの関係者役になってプレイヤーに状
況付与し、プレイヤーは次々と発生・変化する事態に対
応するロールプレイング方式で実施しています。
　なお、実災害に近い訓練にするため、プレイヤーとな
る職員には事前に訓練シナリオを知らせていません。
　前述したとおり、今回は遠州灘沖を震源とする最大震
度６弱の地震と、和歌山県南方沖を震源とする最大震度
７の大規模な地震が発生したという想定で被害の状況

（津波被害、石油コンビナート火災等）や官邸からの指示、
報道機関等からの問い合わせといった実災害に即した状
況がプレイヤーに付与されました。プレイヤーは付与さ
れた情報を基に活動し、状況に応じて以下の内容につい

　まず、休日に発災した場合、限られた職員で初動対応
せざるを得ないため、通常とは異なる柔軟な対応が必要
であることが確認されました。そして、被災地が広範囲
に及ぶ南海トラフ地震では、被災状況等の確認対象とし
て連絡先になる団体が非常に多く、限られた時間で情報
収集を行うことが難しくなった昨年度の訓練結果を踏ま
え、情報集約班と広域応援班に人員を一時的に集中させ
て、情報収集体制を強化することとしました。今回の訓
練においては、体制強化による一定の効果を確認するこ
とができました。
　また、緊急消防援助隊の運用については、アクション
プランの切替えを実施し、迅速に多数の部隊を運用する
ことができましたが、２つのアクションプランの内容が
大きく異なるため、円滑な移行の難しさが、改めて確認
されました。
　今後は、訓練で得た教訓と課題を整理し、既定の応急
対応マニュアルを改正し実災害対応に生かすとともに災
害対策本部機能の強化に向けて次回以降の訓練で更に課
題を抽出し検証していくことになります。
　消防庁では、今後も職員の更なる災害対応能力向上と
各班の業務の連携強化のために、多様な災害を想定した
図上訓練を定期的に実施し、災害発生時の対応に万全を
期していきます。

て対応を行いました。
⑴ 　休日に発災したことに伴う、限られた職員での初動

対応
⑵ 　南海トラフ地震の発災直後における、情報収集体制

の強化、消防本部からの被害規模を類推する情報（119
番通報、庁舎被害等）の収集と集約

⑶ 　東海地震と南海トラフ地震が連続して発生した状況
における、「東海アクションプラン」から「南海トラ
フアクションプラン」への切替えの実施及び各アク
ションプランに基づく緊急消防援助隊出動の判断、応
援部隊及び派遣先の決定と関係機関との連絡調整

⑷ 　被害状況や緊急消防援助隊の派遣状況等について、
官邸への迅速な情報提供、とりまとめ報の作成等によ
る国民への迅速な発表

⑸ 　原子力施設、石油コンビナート施設の被害などの重
要情報に係る都道府県、関係機関からの情報収集


